
 

 

 

 

令和６年度事業評価の 

評価結果 
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１．事業評価とは 

行政の限られた経営資源を最適化するとともに、時代の変化をとらえて適切な改善につな

げることを目的に、各所属が自ら事業の点検・評価を行い、自律的な見直し・改善を図る仕

組み 

 

２．目的・評価方法  

⑴ 評価の目的  

① 財源・人材・施設などの行政の限られた経営資源の最適化  

② 時代の変化をとらえて適切な改善につなげる 

⑵ 評価（検証）の方法  

① 評価シートを活用し、事業の実施背景、実績、コストなどを整理  

② 実施背景の変化、初期の目的の達成状況、他市比較、持続可能性などを踏ま

え、課題の有無を点検し、あるべき姿に向けた改善のアイデアに結び付ける  

 

３．事業評価の主な流れ 

 項目  実施内容  

⑴ 対象事業の選定  事業評価の対象事業を選定 【事務局】 

⑵ 一次評価  事業評価シートを活用し、事業の点検・評価を行い、改善のアイ

デアに結び付ける 【各所属】 

⑶ 各所属との協議  事業評価シートを確認しながら、各所属へのヒアリングを実施し、

二次評価（案）として整理 【事務局】 

⑷ 二次評価  二次評価（改善の方向性）を決定  

⑸ 評価結果の公表  評価年度末に、評価結果を公表  

⑹ 改善の取組  二次評価を踏まえて、改善の取組に着手 【各所属】 

⑺ 取組状況の公表  評価年度以降、３か年の各年度末に取組状況を公表  

※ 事務局…事業評価の事務局（企画財政部行政経営課） 

 



４．各事業のシートについて 

３．(5)評価結果の公表  

 

 

 

事業評価シート、評価結果については、評価を行った年度時点での情報です。  

令和６年度事業評価については、令和６年度時点での情報が記載されています。 

令和○年度　事業評価シート

１．基本情報

２．事業実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

当初予算額

うち一般財源

決算(見込)額

事業費

(単位：千円）

対象者数・

交付件数など

事業概要

(誰に、何を、どうするのか)

実施背景

(事業を実施することになった

背景・要因)

これまでの経緯

(対象者・要件・限度額、

サービス内容などの制度の変

遷)

事業内容

対象者 内容（要件・単価・限度額・サービス内容など）

事業開始年月日

最終改正年月日

事業目的

(実現・達成したいこと)

所属名

事業名称

実施根拠

(条例・規則・要綱等)

３．交付税、国・県補助の有無

有無

４．業務量

常勤職員 会計年度任用職員 再任用(フル) 再任用(短)

人工

従事者数

※　職員１人の労働力　＝　１人工。当該事業の人工を記載。複数人が携わっている場合は、それぞれの人工を合計。

　　【記載方法】　従事者２人、労働力の割合がそれぞれ３割の場合　⇒　合計０．６人工(０．３人工＋０．３人工)

業務頻度

(年１回・月１回など）

人工

国・県補助

(国・県補助への）

上乗せ・横出し

繁忙期

(ありの場合）名称・内容

交付税措置

評価結果

（１）一次評価（自主点検）で明らかとなった課題、今後の方向性（改善のアイデア）

項目 課題 今後の方向性

1

2

3

4

（２）追加で整理した課題、今後の方向性（改善のアイデア）

項目 課題 今後の方向性

1

2

3

4

所属名

事業名称

事業評価シート 評価結果  



No. 所属名 事業名１ 事業名２ ページ

1 危機管理課 防災行政無線整備費 ― 5

2 広報課 ＣＡＴＶ番組制作費 ― 8

3 人事課 自己研修費 ― 11

4 人事課 基本研修費 ― 14

5 人事課 特別研修費 ― 17

6 市民協働課 市民協働推進費 ― 20

7 障害福祉課 精神障害者入院医療扶助費 ― 23

8 高齢者福祉課 ファミリーサポートセンター事業費 ― 25

9 高齢者福祉課 軽度生活援助事業費 ― 28

10 高齢者福祉課 生活・介護支援サポーター事業費 ― 31

11 高齢者福祉課 いきいき同窓会交流事業補助金 ― 34

12 地域包括ケア推進課 ＳＯＳネットワーク事業費 ― 37

13 健康政策課 上水道布設事業費補助金 ― 40

14 健康政策課 救急医療推進事業費 ― 43

15 健康政策課 献血推進協議会交付金 ― 46

16 保健総務課 難病疾患患者扶助費 ― 49

17 保健総務課 小児慢性特定疾病医療事業費 小児指定疾病医療費助成事業 52

18 療育支援課 こども発達相談センター管理運営費 ― 55

19 保育入園課 病児保育事業費 ― 59

20 地域子育て支援課 ファミリー・サポート・センター事業費 ― 62

21 クリーン推進課 路上喫煙及びポイ捨て防止事業費 ― 65

22 クリーン推進課 塵芥収集委託費 クリーンサポート事業 68

23 公園緑地課 ふなばし三番瀬海浜公園来場者輸送対策費 ― 71

24 商工振興課 商店街活性化支援事業補助金 空き店舗対策事業補助金 73

25 商工振興課 海外販路拡大支援事業費 ― 76

26 農水産課 農業後継者対策事業費補助金 ― 79

27 農水産課 農業団体育成事業費補助金 ― 82

28 指導課 国際理解教育費 ― 85

29 青少年課 子供居場所づくり事業費 ― 88

令和6年度事業評価　対象事業一覧（29事業）



5



6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



令和６年度 　事業評価シート　

所属名

１．基本情報

事業名称

実施根拠

事業開始年月日

最終改正年月日

事業目的

事業概要

実施背景

経緯

２．事業実績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

当初予算額 2,867,000円 2,897,000円 2,727,000円 2,723,000円

うち一般財源 2,867,000円 2,897,000円 2,727,000円 2,723,000円

決算(見込)額 1,223,914円 2,206,956円 2,224,456円 2,834,752円

対象者数・件数な

ど

研修数

（研修計画上）
18 22 20 21

３．交付税、国・県補助の有無

有無

交付税措置 なし

国・県補助 なし

(国・県補助への）

上乗せ・横出し
なし

総務部　人事課人材育成室

(ありの場合）名称・内容

地方公務員法第39条の規定に基づき実施。

特別研修費

職員が、職務を遂行するうえで必要とされる専門的かつ高度な知識、技術等についての「目的別」の

研修を実施する。

①職員自らが希望・選択できる公募型の研修と、②指名型（一部）の研修がある。

地方公務員法、船橋市職員研修規程、船橋市職員研修計画

昭和37年度

令和6年度　　※毎年度「船橋市職員研修計画」を策定し、当該計画に基づき実施

職員が、職務の級を問わず、職務を遂行するうえで必要とされる知識、技術等を研修を通じて習得す

ることを目的とする。

昭和56年に「船橋市職員研修規程」制定時の特別研修の定義は、「職員が現についている職務を

遂行するにあたって特別に必要な専門的知識、技能等を修得させることを目的として行う」研修。

現在の「船橋市職員研修規程」における定義は、「職務の級を問わず、必要な知識、技能等の習得

のために行う」研修。

対象者 内容（要件・単価・限度額・サービス内容など）

事業内容

事業費
(単位：円）

全職員 OA研修、普通救命講習、行政実務講座　など

主事・主任級職員 法律基礎研修、文章作成能力向上研修　など

管理・監督職員 イクボス研修、ハラスメント防止研修　など
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４．業務量

繁忙期

業務頻度

常勤職員 会計年度任用職員 再任用(フル) 再任用(短)

人工 0.8人工 0.5人工

従事者数 2人 1人

※　職員１人の労働力　＝　１人工。当該事業の人工を記載。複数人が携わっている場合は、それぞれの人工を合計。

　　【記載方法】　従事者２人、労働力の割合がそれぞれ３割の場合　⇒　合計０．６人工(０．３人工＋０．３人工)

通年

通年

人工
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項目 課題 改善のアイデア

本市においては、毎年一定程度の離職者数が出て

おりその多くが若年層である。

また、職員採用についても、国・県・特別区・近隣

自治体が応募者数を増やしていることもあり、試験

合格後に内定を辞退する者が増加している。民間

企業等を含めて人材獲得競争が活発になってお

り、市が求める人材を確保することが年々難しい状

況となっている。

行政課題の複雑化・多様化にともない、職務の遂

行に様々な知識や技能が求められるため、計画的

に専門的な知識を習得できる機会を提供する必要

がある。

項目 課題 改善のアイデア

ー ー

総務部　人事課人材育成室

特別研修費

評価結果

行政課題への対

応

－

所属名

事業名称

（１）一次評価（自主点検）で明らかとなった課題、今後の方向性（改善のアイデア）

人材育成等

（２）追加で整理した課題、今後の方向性（改善のアイデア）

・市の業務全体の中で、どういった知識や技術等が

職員に求められているかを整理する。整理をしたうえ

で、職員個々の能力をどのように向上させていくべき

か、そのためにはどういった研修が必要かについて、他

自治体の取組等を研究し、必要なものがあれば取

り入れいく。

・特別研修については、職員自らが研修を希望・選

択できる公募型も多いことから、職員が自主的に学

びたいと思えるような研修の検討を行う。
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令和６年度　　事業評価シート　

所属名

１．基本情報

事業名称

実施根拠
(条例・規則・要綱等)

事業開始年月日

最終改正年月日

事業目的

事業概要

実施背景

経緯

２．事業実績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

当初予算額 357,630円 499,756円 800,000円 650,000円

うち一般財源 357,630円 499,756円 800,000円 650,000円

決算(見込)額 594,850円 599,150円 388,330円 171,200円

支給件数 16 14 10 6

新規対象者数 6 2 4 4

登録証交付者数 66 61 67 61

３．交付税、国・県補助の有無

有無

交付税措置 なし

国・県補助 なし

(国・県補助への）

上乗せ・横出し
あり

平成１７年度児童福祉法が改正され、小児慢性特定疾患治療研究事業を法定化した。この法改

正の際、小児ぜんそくについて国の基準を「３か月に３回以上の大発作」など重症に限定するなど、小

児ぜんそくを含む多くの対象者が基準外となった。本市では法改正によって対象から外れる患者を救済

するため、市単独事業として本事業を開始した。

小児慢性特定疾病医療事業費（小児指定疾病医療費助成事業）

小児慢性特定疾病にかかっており、疾病の程度により国事業の対象外となったが、今後１年間におい

て治療が見込まれている場合等に、対象疾病の保険診療による自己負担額の一部（国制度と同様

に所得に応じて計算された自己負担額あり）を償還払いにより助成している（国事業は原則現物給

付）

船橋市小児指定疾病医療費助成事業実施要綱

船橋市小児指定疾病医療費助成事業実施要綱に基づく支給額に関する要領

平成１８年

令和６年12月2日

疾病の程度により国事業の対象外となった小児慢性特定疾病児童等のうち、継続的な通院等を必要とする児

童等への医療費負担の軽減を図ることを目的とする。

健康福祉局保健所　保健総務課

平成１７年　児童福祉法に基づく事業が法制化

平成１８年　国制度に非該当となる対象者の救済制度として事業化

平成２７年１月　児童福祉法の改正により、小児慢性疾病対策として対象が拡大

対象者 内容（要件・単価・限度額・サービス内容など）

小児慢性特定疾病にかかっており、疾病の程度

により国事業の対象外となったが、今後１年間に

おいて治療が見込まれている場合

・対象疾病について保険診療にかかる医療費を助成する

・新規申請は18歳未満（継続申請を続けた場合、20歳（腎疾患は25歳）の誕生

日の前日まで）

・所得に応じて自己負担上限月額あり（国制度と同基準）

・助成方法は償還払い

事業内容

事業費
(単位：円）

小児慢性特定疾病医療費助成事業（対象疾病について国が定めた状態を満

たす場合に医療費を助成する。1/2国補助あり。）

(ありの場合）名称・内容

対象者数・件数な

ど
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４．業務量

繁忙期

業務頻度

常勤職員 会計年度任用職員 再任用(フル) 再任用(短)

人工 0.2人工 0.2人工

従事者数 ２人 3人

※　職員１人の労働力　＝　１人工。当該事業の人工を記載。複数人が携わっている場合は、それぞれの人工を合計。

　　【記載方法】　従事者２人、労働力の割合がそれぞれ３割の場合　⇒　合計０．６人工(０．３人工＋０．３人工)

7～9月

月１回

人工
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項目 課題 改善のアイデア

本事業開始後に、子ども医療費助成制度が拡大

し、医療費の負担軽減が図られたことにより、本事

業の必要性が低下してきている。

医療費助成の役割を終えてきていることから、引き

続き事業の必要性について検討を行う。

項目 課題 改善のアイデア

ー ー

所属名

事業名称

健康福祉局保健所　保健総務課

小児慢性特定疾病医療事業費（小児指定疾病医療費助成事業）

評価結果

－

（１）一次評価（自主点検）で明らかとなった課題、今後の方向性（改善のアイデア）

事業の必要性

（２）追加で整理した課題、今後の方向性（改善のアイデア）
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